第３章　医療費適正化の目標と医療費の見通し
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Ⅰ　基本理念

県民の健康の保持の推進と医療の効率的な提供の推進による、将来にわたり安心で信頼できる医療保険制度の持続的な確保

Ⅱ　基本目標
　　

１　県民の健康の保持の推進に関するもの
　　　　国の基本方針における、平成２７年度にメタボリックシンドロームの該当者および予備群を平成２０年度に比べ２５％減少させるという目標を踏まえ、以下のとおり本県の目標を設定します。

　　　　さらに、本県独自のものとして後期高齢者の健康診査の実施率を目標に設定します。
	項　　　目
	平成２４年度目標値

	健診の実施率
	

	
	特定健診の実施率（40～74歳）
	７０％以上

	
	後期高齢者健診の実施率（75歳～）
	３０％以上

	特定保健指導の実施率（40～74歳）
	４５％以上

	メタボリックシンドローム該当者・予備群の減少率
	平成２０年度比

１０％以上


【目標設定に当たっての考え方】
・　国民の受療実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々に増加し、次に７５歳頃を境にして生活習慣病を中心とした入院受療率が上昇しています。
・　これを個人に置き換えてみると、不適切な食生活や運動不足、喫煙といった不健康な生活習慣が、糖尿病、高血圧症等の生活習慣病の発症を招き、通院、投薬が始まり、その後重症化し、心筋梗塞や脳卒中等の発症に至るという経過をたどることになります。
・　本県においても、男性の喫煙率が全国平均を上回るなど、生活習慣の改善の推進が必要ですし、医療費を見ても、高血圧性疾患、糖尿病等の
生活習慣病が60～70代から急増するなど加齢により著しく増加しています。
・　こうした加齢による生活習慣病の進行を抑えるため、各医療保険者が実施する特定健診や健診により必要と判定された人に対する特定保健指導の受診をはじめとする若い時期からの予防対策が重要です。
２　医療の効率的な提供の推進に関するもの
（1） 療養病床（回復期リハビリテーション病棟である療養病床を除く。）の病床数

平成２４年度における療養病床の病床数は、平成１８年１０月現在の医療療養病床（回復期リハビリテーション病棟である療養病床を除く。）から、医療療養病床から介護保険施設等に転換または削減する見込み数を控除し、介護療養病床から医療療養病床へ転換する見込み数を加えた数をもとに計画期間中の後期高齢者人口の伸び率を乗じ、さらに共働き世帯や85歳以上の高齢者が多いという本県の実情を加味して、以下のとおり設定します。

	項　　目
	平成24年度目標値
	（参考）平成18年度

	介護療養病床
	廃　　止
	１，０３８床

	医療療養病床
	１，６００床
	１，９３９床


（2） 平均在院日数の短縮

平成２７年度までに全国平均の平均在院日数と最短県（長野県）の平均在院日数の差を半分に縮小するという国の目標を踏まえ、平成２４年度までに、療養病床の再編や医療の役割分担と連携、在宅医療の推進等により、一般病床も含めた全病床（介護療養病床を除く。）にかかる平均在院日数の本県と最短県との差を３分の１短縮します。

	項　　目
	平成２４年度目標値
	（参考）平成18年度

	平均在院日数
	３０．２日
	３２．８日


　　　　 ※平成24年度目標値　30.2日＝32.8日-{（32.8日-25.0日（長野県））/3}
【目標設定に当たっての考え方】
・　療養病床の再編については、医療の必要性の高い高齢者については医療療養病床において必要な医療サービスを提供する一方、医療よりも介護サービスが必要な高齢者に対しては、その方の状態にふさわしい介護サービスが提供されるよう、療養病床から介護施設等への転換を進めます。なお、介護療養病床は平成２３年度末で廃止となります。
・　平均在院日数の短縮については、社会的入院の是正により慢性期医療


費の増嵩を抑制するため、全国に比べて平均在院日数の短い療養病床はもとより、全国より平均在院日数の長い一般病床も含めた全病床において平均在院日数の短縮を図るほか、医療の役割分担と連携、在宅医療の推進等により、実現を目指します。
Ⅲ　目標達成により見込まれる医療費の見通し
１　国の医療費の見通し

　　国民医療費は、国の試算によると、平成２０年度は３７兆円程度、平成
２７年度は４７兆円程度と見込まれていますが、医療制度改革の実施により、平成２０年度は３５兆円程度、平成２７年度は４４兆円程度になると見通されています。
２　本県の医療費の見通し

　　本県の医療費は、全国と同様の形で推移しており、高齢化や後期高齢者の増加に伴い、今後も、診療報酬のマイナス改定等がなければ、老人医療費を含めた医療費の年３％の増加が予想されます。このため、平成２４年までの５年間については、療養病床の再編や医療連携体制の構築など、医療の効率的な提供を中心とした計画の実施により約６０億円の医療費縮減を見込んでいます。

　　なお、医療費適正化計画において目標とする「生活習慣病対策」と「平均在院日数の短縮」を達成した場合の医療費については、以下に示す考え方により算出します。

1 生活習慣病対策による効果

　　　特定健診・特定保健指導の実施による効果については、メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少が図られるとしても、生活習慣病の患者数・医療費の減少として効果が現れるのには一定のタイムラグがあるため、第１期医療費適正化計画には見込みません。

2 平均在院日数の短縮による効果

平均在院日数（介護療養病床を除く。）が最も短い県との差の３分の１の短縮を基準に、都道府県が設定した平成２４年度の目標値を基準に算出します。

	平成１８年度推計
	２，１４５　億円

	平成２４年度の見通し
	計画未実施　　　①
	　　２，５２２　億円

	
	計画実施　　　　②
	　　２，４６２　億円

	縮　減　効　果　　 　 　　　　　　 ①－②
	　　　　　６０　億円




〔参考〕医療費の将来推計の方法

（１）計画未実施の場合

医療費適正化前の都道府県医療費は、

①平成１８年度の都道府県医療費（国が作成する医療機関所在地別の医療費を、患者調査等を用いて住民住所地別医療費に補正）
②「１人当たり日数」、「１日当たり医療費」の伸び率（平成14～18年度実績）
③都道府県別将来推計人口（国立社会保障人口問題研究所）
を考慮して、算出します。

　　

　　 　平成２４年度の推計医療費　
＝　（１８年度の１人当たり日数×伸率）
×　（１８年度の１日当たり医療費×伸率）
×　平成２４年度推計人口

　　　　　　　　　※　・伸率は１４～１８年度の伸率

　　　　　　　　　　　・「入院・７０歳未満」、「入院外・７０歳未満」、「入院・７０歳以上」、「入院外・７０歳以上」の区分で、それぞれ算出
（２）計画実施の場合

　　　平均在院日数の短縮効果は、慢性期の患者が中心とされていることから、短縮の効果は入院・７０歳以上についてのみ、以下のとおり算定します。

　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平均在院日数の目標値

　　　・総入院日数の減少率 Ａ ＝ １－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年病院報告の平均在院日数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　Ａ
　　　・１日当たり医療費の増加率 Ｂ ＝ 9.5％　×
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22％

　　　　　　 ※9.5％：１日当たり入院医療費（70歳以上）の長野県が全国平均に対して高い割合

　　　　　　　 22％：平均在院日数の長野県が全国平均に対して短い割合

・適正化後の総入院日数　＝　適正化前の総入院日数 ×（１－Ａ）－①

・適正化後の１日当たり医療費

　　　　　　　　 ＝　適正化前の１日当たり医療費×（１＋Ｂ）　 －②

　　　　　適正化後の総医療費　＝　①×②
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（億円）





平成24年度


　2,522億円





医療費の伸びを縮減（60億円）





計画未実施





平成24年度


　2,462億円





（年）





計画実施





平成18年度


2,145億円
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